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（次第） 

１ 開会 

２ 委員長あいさつ 

３ 議題 

 議題１ 再整備の検討 

     資料３枚目から１３枚目まで事務局から説明 

 

   (以下、委員の主な意見等) 

（宿舎棟） 

・ 半個室は１つの部屋に個室部分と共有スペースがあるため、感染症発生時の対応

や勉強に打ち込みたい学生にとってはデメリットになる。 

・ チームワークを醸成するため、共有できるスペースは確保しながら、個室化とい

う方向性もあるのではないか。 

（現在の敷地） 

・ 現在の敷地内に機能強化したい訓練施設が配置できるか留意する必要がある。 

・ 入校者数の違いはあるが、他県で埼玉県と同規模の敷地で運営している学校があ

れば、埼玉県が機能強化 したい訓練施設をどうカバーできているか参考にする必要

がある。 

（校舎棟等） 

・ 再整備を検討しない施設している校舎棟と厚生棟が屋外訓練場に挟まれた配置に

なっている。 

・ 緊急消防援助隊の受け入れ機能強化という観点からすると受け入れる部隊の数が

制限され、宿営地としても オペレーションが難しくなる。 

・ 優先順位が高いのは訓練施設の整備であるため、校舎棟の建替えを検討しつつ、

既存の校舎棟の利用も 視野に入れつつ、２つの屋外訓練場をいずれ統合することも



 

考えていく必要がある。 

・ 風水害や土砂災害などの大規模災害に対応するための高度な技術を習得すること

は当然に必要である。 

・ そのためには、実災害に対応した訓練が可能な訓練施設が必要である。 

・ 火災件数の減少に伴い現場経験が減っているため、ＯＪＴでカバーできないもの

は理論化した教育が必要である。 

・ 全国救助大会が開催できるような訓練できる施設が必要である。 

（救急救命士養成課程） 

・ 現在の施設である県立小児医療センターでは医師が来やすい一方、消防学校で統

一的に実施できれば効率的な部分もあるため調整が必要ではないか。 

 

 議題２ ＤＸを活用した消防教育の検討 

     資料１４枚目から１６枚目まで事務局から説明 

 

   (以下、委員の主な意見等) 

（他県の先進事例） 

・ 学生に配布したタブレットで、学生への連絡、資料提供、出欠管理や健康管理が

可能である。 

・ 学生にタブレットを配布していない学校では、学生自らのスマートフォンで健康

管理など実施している。 

・ 屋外にも大型モニターを設置し、訓練の事前説明や解説等に利用している。 

・ 訓練の事前説明動画や教官が撮影した訓練中の動画を共有し、予習や復習等に活

用している。 

・ 外部講師によるオンライン講義を実施している。 

・ 消防団向けの教育では座学をオンラインで配信している。 

・ 救急実習室内に駐車した救急車内にカメラを配置し、救急の手技や傷病者への声

掛け等をリアルタイムで視聴できる。 

・ 他県の先進事例ではどのような効果が出ているか調査する必要がある。 

（その他の留意事項） 

・ 教官から対面で教育を受けるメリットも踏まえる必要がある。 

・ 消防庁が令和７年３月に改訂した緊急消防援助隊基本計画で、ＤＸによる情報収

集、整理、共有を強化するため、新たに情報統括支援隊を整備する計画を示したよ

うに情報を集約してどのように消防戦術を立てて訓練していくかも重要な観点にな

る。 

・ 今後も、消防庁では令和７年１月の八潮市道路陥没事故や令和７年２月の大船渡

市山林火災など直近で 発生した災害を踏まえた様々な見直し等も注視する必要があ

る。 

 

４ 次回の開催日程について 

  資料１７枚目を事務局から説明 

 

５ 閉会 


